
　前年度と比較して、歳出は３億936万円の増加。歳出決算額の主な項目の前年
度比について、民生費は前年度比11億3374万円の増加、総務費は前年度比７億
9011万円の減少、衛生費は前年度比３億5453万円の減少、公債費は１億2018
万円の増加、土木費は前年度比２億5353万円の増加となっている。

　前年度と比較して、歳入は
２億7422万円の増加。歳入
増加の主な要因は、旧神西住
宅跡地の公売による土地売払
収入の増加、ふるさと応援寄
附金の増加、統合保育所の建
設工事の開始や統合消防分署
の建設工事の開始に伴う市債
の増加などによるもの。
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借金の返済に
使ったお金です。

児童、高齢者、障が
い者などの社会福祉
に使ったお金です。

庁舎管理や税金徴収、
住民票などの発行に
使ったお金です。

健康増進、疾病予防、
ごみ処理などに使っ
たお金です。

道路や公園などの
整備、維持管理に
使ったお金です。

歳入
（収入）

総務費総務費
42億7577万円42億7577万円
13.6%13.6%

民生費民生費
108億1913万円108億1913万円
34.5%34.5%

衛生費	衛生費	
41億3534万円41億3534万円
13.2%13.2%

公債費	公債費	
32億5810万円32億5810万円
10.4%10.4%

教育費教育費
25億5万円25億5万円
8.0%8.0%

土木費土木費
29億2559万円29億2559万円
9.3%9.3%

農林水産業費農林水産業費
10億4033万円10億4033万円
3.3%3.3%

消防費消防費
16億566万円16億566万円
5.1%5.1%

その他その他
7億9940万円7億9940万円
2.6%2.6%

地方交付税地方交付税
93億251万円93億251万円
28.4%28.4%

市税市税
78億4561万円78億4561万円
24.0%24.0%

国庫支出金国庫支出金
48億8489万円48億8489万円
14.9%14.9%

県支出金県支出金
19億7949万円19億7949万円
6.0%6.0%

地方消費税交付金地方消費税交付金
15億7883万円15億7883万円
4.8%4.8%

市債市債
21億4760万円21億4760万円
6.6%6.6%

繰越金繰越金
14億2712万円14億2712万円
4.4%4.4%

繰入金繰入金
9億9791万円9億9791万円
3.1%3.1%

その他その他
25億8738万円25億8738万円
7.9%7.9% 自治体の規模や財政

力に応じて国から交付
されたお金です。

歳出
（支出）

歳出 313億5936万円

歳入327億5134万円
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令和５年度に実施した事業の一部を紹介します。

令和５年度

主 な 事 業
Pick Up !Pick Up !

ふるさと応援寄附推進
決算額 １億322万円

旭市を愛し、応援しようとする個
人または団体から広く寄附金を募
り、新しい財源の確保を行った。
【寄附件数】　1万2997件

返礼品として人気のハマグリ

子どもの医療費助成
決算額 ２億4944万円
０歳から高校３年生までの子ども
の医療費のうち、保険診療分の費
用の全部又は一部を助成した。８
月から高校生にも受給券を発行し、
現物給付を開始した。

電子自治体推進
決算額 2749万円

タブレット端末及びペーパーレス
会議システムを導入し、市議会や
庁内会議でペーパーレス化の運用
を実施した。

導入したタブレット端末

保育所統合整備事業
決算額 １億5848万円
旭市立保育所再編計画に基づき保
育所の再編・統合を実施。令和５年
度は中央第二保育所とゆたか保育
所を統合する建設工事に着手した。

建設中の統合保育所

消防庁舎整備
決算額 ４億3634万円
分署を再編することで人員を集約
し迅速かつ多種多様な出動態勢を
整える。令和５年度は海上・飯岡
統合消防分署庁舎建設に着工した。

建設中の統合消防分署

学校再編推進
決算額 272万円

充実した教育環境を確保するた
め、（仮称）干潟地域小学校の地域
検討会議と代表者会議、その他の
小・中学校で保護者説明会を実施
した。統合する古城小学校

観光資源創出プロモーション
決算額 653万円

新たな観光ＰＲ動画を作成し、Ｓ
ＮＳを活用して全国へＰＲすると
ともに、観光客の誘致に結び付く
事業を実施した。

作成した観光ＰＲ動画

防災行政無線等整備
決算額 4121万円

情報伝達機能の向上を図り、防災
機能の充実を目指すため、防災行
政無線改修工事を実施している。
（令和５年度～令和７年度）

子局のスピーカーを更新

学校給食費の無償化
学校給食費の負担軽減額

第３子以降の学校給食費の無償化
や、８か月間の学校給食費の無償
化を実施したことにより、子育て
世帯の負担軽減が図られた。

▲１億5630万円
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